
介護保険では、現在、給付費の２０％を６５歳

以上の高齢者が保険料として負担しています。そ

のため、高齢化で介護給付が増えるほど保険料は

重くなります。そのうえ、６５歳以上の負担割合

は３年ごとの改定で１％ずつ引き上げられます。

このままでは、団塊の世代が本格的に介護保険

を利用する１５年後には、平均１万円超の保険料

になりかねません。

国の負担割合を抜本的に増やすことや、応能負

担で富裕層に応分の負担をしてもらい、低所得者

には減免することなどが急務です。
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６５歳以上の介護保険料が４月から各地で大幅に値上げされます。基準額が月６千円を突破し、夫婦２人

で１万２千円を超す自治体も。こうした重い負担と一体に消費税大増税をおしつけるなど許されません。

介護保険の保険料は３年ごとに改定されます。

現在は全国平均で月４１６０円ですが、厚生労働

省の試算では４月からは全国平均で５千円程度にな

るとされています。名古屋市など月１０００円以上

の値上げが見込まれるところが多数あり、大幅な値

上げをされる自治体もあります。

そのうえ、後期高齢者医療保険（７５歳以上）の

保険料も４月から値上げ（愛知県では一人当たり平

均約４４００円値上げ）されます。

一方で年金額は、昨年物価が下がったとして０．

３％削減され、さらに過去に物価が下がったとき年

金を下げなかったとして、１２年度中に０．９％減

らします。１３年度以降もさらに減らされます。


